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(57)【要約】
【課題】高周波たる搬送波を中心とした高周波の受信信
号を別の高周波と混合し中間周波を発生させるためのＩ
Ｆまたは中間周波増幅回路において高周波増幅回路を必
要とする局部発振回路をカード内に設けず、送信機側に
配置して発生させ、信号とともに送信して、カードで受
信した局部発振信号とともに混合器によって中間周波に
よるもとの信号より低い周波数の信号を得て、増幅しあ
るいは復調せしめ、廉価なＲＦＩＤ、タグを実現する。
【解決手段】本発明の受信機は、２つの周波数を分離し
て受信する空中線を有し、更には被変調信号を含む第１
の受信信号と、第１の受信信号とは周波数が異なる第２
の受信信号とを混合する混合器と、混合器で混合した受
信信号から被変調信号を含む中間周波を生成する濾波器
とを有する。
【選択図】　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２つの周波数を分離して受信する空中線を有する受信機において、
　被変調信号を含む第１の受信信号と、該第１の受信信号とは周波数が異なる第２の受信
信号とを混合する混合器と、該混合器で混合した受信信号から被変調信号を含む中間周波
を生成する濾波器とを有することを特徴とする受信機。
【請求項２】
　前記第２の受信信号に対してＭＯＳ容量による利得調整を行う利得調整回路を有するこ
とを特徴とする請求項１記載の受信機。
【請求項３】
　前記第１の受信信号の搬送波とともに送信される前記被変調信号の周波数の大きさは、
少なくとも前記第１の受信信号の周波数と前記第２の受信信号の差周波数の大きさより小
さいことを特徴とする請求項１又は２に記載の受信機。
【請求項４】
　前記第２の受信信号を受信機内の電力として検波して直流電源を得る直流電源再生回路
を有することを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の受信機。
【請求項５】
　前記第１の受信信号の信号に対する応答信号を、前記第２の受信信号をそのまま、ある
いは非線形素子又は非線形回路を通して発生した高調波で変調する変調部を有し、該変調
部により変調した応答信号を送信機側へ送信することを特徴とする請求項１～４のいずれ
か１項に記載の受信機。
【請求項６】
　前記第２の受信信号を受信したときの同じ前記空中線を使って変調波を送信機側へ送信
することを特徴とする１～５のいずれか１項に記載の受信機。
【請求項７】
　被変調信号を含む第１の送信信号を送信するとともに、前記第１の送信信号とは異なる
第２の送信信号を送信することを特徴とする送信機。
【請求項８】
　前記第１の送信信号の搬送波とともに送信される前記被変調信号の周波数の大きさは、
少なくとも前記第１の送信信号の周波数と前記第２の送信信号の差周波数の大きさより小
さいことを特徴とする請求項７記載の送信機。
【請求項９】
　請求項１～６のいずれか１項に記載の受信機と、請求項７又は８に記載の送信機とを含
んで構築することを特徴とするデータ通信システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は受信機、送信機及びデータ通信システムに関し、詳細にはＲＦＩＤ（Radio Fr
equency Identification）、又はタグ等、カード状の受信機や送信機を用い、無線を使っ
てデータの送受信を行うデータ通信システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、無線を用いて非接触で認証を行う、いわゆるＲＦＩＤなどにおいて、ホスト側（
送信機）との間で、非接触で送受信して、電池などを必要とせず、受動的な動作のみでデ
ータを受け取り、また場合によっては送信する機能を有するカードやタグが、特許文献１
などに提案されている。このような送受信に用いられる無線の受信には、送信される無線
の電力を電源として再生し、単に電源としての電力を送信しカード側で受信して、その電
力により、カードが伝えるべきデータを送信する場合や、ホスト側の送信データを復調す
るために同電力を使いながら無線に用いられる周波数を増幅するなど高周波による受信機
を必要とすることがある。
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【０００３】
　また、ＲＦＩＤに用いられるＩＣチップなどの小型化低廉化によって昨今のＲＦＩＤの
技術は完成の域に達したに見えることも多い中で、無線通信に用いる周波数帯は従来から
多く用いられてきた磁気変調型の約１２０～１３５ｋＨｚあるいは１３．５６ＭＨｚ帯に
加え、さらに高周波帯のマイクロ波帯の、８６０～９６０ＭＨｚ帯及び２．４５ＧＨｚ帯
なども用いられる。更に、カード側で単に再生直流電源を発生しこの電源によってＩＤの
変調信号を発生し送り返す場合だけでなく、ホスト側で変調されたデータ信号を復調しカ
ード側で表示や記録するなどの機能が必要となる場合もある。これら何れのケースでも、
再生電力を利用して高周波増幅器が使えることは、単に回路構成上で受動回路のみを利用
する場合に比べ、格段の利用価値が増す。
【０００４】
　一般に、これら送受信系におけるホスト側たる送信機は、シリコン系の回路を有し、少
数であるため高速応答回路を搭載できる自由度があるものの、カード側である受信機は、
極めて小型で安価であることが求められることから、回路上さまざまな制約がある。特に
、有機半導体で作製し多数のカードを印刷作製できるようにした極めて安価な受信系を作
製する場合には、多くは受動的な動作のみで作製し、また能動回路として有機ＦＥＴなど
を用いる場合には、電源が必要となり、かつ帯域にとりわけ大きな制限が設けられること
が多い。
【特許文献１】特開２００５－１７６０９０号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　そこで、周波数をいわばダウンコンバートするために中間周波増幅を利用することが考
えられるが、局部発振を行うためには結局、高周波回路が必要となり、高周波回路を避け
ることができなかった。例えば、従来のデータ通信システムの受信器の構成を示す図６の
中間周波増幅に用いる周波数は、これら中間周波増幅に関わる周波数をできる限り下げる
ためには、狭帯域の空中線６０１からの受信信号の搬送波の周波数ｆ１に匹敵する周波数
を増幅しなければならない。よって、中間周波増幅器６０５から局部発振器６０３に供給
される局部発振信号に対しては、高周波増幅回路を必要としていた。なお、図６において
、ホスト機は従来型の送信機であるため図示を省略している。また、図７は従来のデータ
通信システムの受信器の別の構成を示すブロック図であるが、この例は受信信号に用いる
増幅器は高周波増幅器を用いる必要があるという例である。図７に示すように、図６と比
して簡単な構成にする場合は、さらに受動型の検波回路である高周波増幅器７０１を用い
ることで、増幅器を用いないで受信データを復調することができるが、受信信号を復調の
ための利得調整などに必要な帰還などによる安定な動作は期待できない。
【０００６】
　本発明はこれらの問題点を解決するためのものであり、高周波たる搬送波を中心とした
高周波の受信信号を別の高周波と混合し中間周波を発生させるためのＩＦまたは中間周波
増幅回路において高周波増幅回路を必要とする局部発振回路をカード内に設けず、送信機
側に配置して発生させ、信号とともに送信して、カードで受信した局部発振信号とともに
混合器によって中間周波によるもとの信号より低い周波数の信号を得て、増幅しあるいは
復調せしめ、廉価なＲＦＩＤ、タグを実現するための送信機、受信機及びデータ送受信シ
ステムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記問題点を解決するために、本発明の受信機は、２つの周波数を分離して受信する空
中線を有し、更には被変調信号を含む第１の受信信号と、第１の受信信号とは周波数が異
なる第２の受信信号とを混合する混合器と、混合器で混合した受信信号から被変調信号を
含む中間周波を生成する濾波器とを有することに特徴がある。よって、カード状の受信機
で高周波増幅回路を必要とする局部発振回路を使うことなくデータ信号を含む第１の受信
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信号を低周波の変調信号に変換できるようになり、有機半導体によるトランジスタなどに
よる増幅回路を用いた信号処理が可能になる。特に、印刷技術で作製可能な有機ＦＥＴに
よる増幅回路が作製できるようになることで、低価格な受信機を容易に作製可能となる。
【０００８】
　また、第２の受信信号に対してＭＯＳ容量による利得調整を行う利得調整回路を有する
ことにより、受信機の中間周波を発生するための局部発振信号の利得調整を、ＤＣバイア
ス印加で変化するＭＯＳ容量の変化による低域濾波器の遮断周波数の変化に伴い、遮断周
波数付近より高い周波数における第２の受信信号の利得制御が可能になる。
【０００９】
　更に、第１の受信信号の搬送波とともに送信される被変調信号の周波数の大きさは少な
くとも第１の受信信号の周波数と第２の受信信号の差周波数の大きさより小さいことによ
り、受信機内における被変調信号を含む第１の受信信号を第２の受信信号と混合し濾波器
を通して得た被変調信号を含む低周波への周波数変調信号の変調度が１より大きくなるこ
となく受信し復調できる。
【００１０】
　また、第２の受信信号を受信機内の電力として検波して直流電源を得る直流電源再生回
路を有することにより、変調されたデータ信号を含む第１の受信信号の送信機による送信
電力に影響を与えない、局部発振信号たる第２の送信信号による電力を受信機内の増幅器
などへの電源として使用できるようになる。
【００１１】
　更に、第１の受信信号の信号に対する応答信号を、第２の受信信号をそのまま、あるい
は非線形素子又は非線形回路を通して発生した高調波で変調する変調部を有し、この変調
部により変調した応答信号を送信機側へ送信することにより、送信機によるデータ信号た
る被変調波を含む第１の受信信号に影響を与えにくい第２の受信信号を用いてかつその高
調波を使うため受信機からの送信信号によっても影響を与えにくくできるようになった。
【００１２】
　また、第２の受信信号を受信したときの同じ空中線を使って変調波を送信機側へ送信す
ることにより、局部発振信号として用いる第２の周波数の高調波を使うため、被変調信号
たる第１の送信信号を受信機によって受信する際に混信せずに、送信機による第２の送信
信号を受信機が受信する空中線をそのまま利用でき、かつ送信機の送信に用いていた空中
線により受信できるようになった。
【００１３】
　更に、別の発明としての送信機は、被変調信号を含む第１の送信信号を送信するととも
に、第１の送信信号とは異なる第２の送信信号を送信することに特徴がある。よって、受
信機の周波数変換に用いる局部発振回路を、高周波増幅回路を組み込める送信機側に分担
させることが可能になる。
【００１４】
　また、第１の送信信号の搬送波とともに送信される被変調信号の周波数の大きさは、少
なくとも第１の送信信号の周波数と第２の送信信号の差周波数の大きさより小さい。よっ
て、受信機内における被変調信号を含む第１の受信信号を第２の受信信号と混合し濾波器
を通して得た被変調信号を含む低周波への周波数変調信号の変調度が１より大きくなるこ
となく受信し復調できる。
【００１５】
　更に、別の発明としてのデータ通信システムは、上記受信機と、上記送信機とを含んで
構築することに特徴がある。よって、高周波増幅回路を必要とする局部発振回路をカード
内設けず、送信機側に配置して発生させ、信号とともに送信して、カードで受信した局部
発振信号とともに混合器によって中間周波によるもとの信号より低い周波数の信号を得て
、増幅しあるいは復調することができる。
【発明の効果】
【００１６】
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　本発明のデータ通信システムによれば、受信機における局部発振器を不要とすることで
高周波回路を用いることなく低周波増幅回路も構成でき、送信機側に局部発振器を配置し
て発生させ、信号とともに送信して、カードで受信した局部発振信号とともに混合器によ
って中間周波によるもとの信号より低い周波数の信号を得て増幅しあるいは復調すること
ができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　図１は本発明の第１の実施の形態例に係るデータ通信システムのシステム構成を示すブ
ロック図である。同図において、図６と同じ参照符号は同じ構成要素を示す。なお、各増
幅器で使用する電源を記入していない。同図に示す本実施の形態例の受信機１００は、図
６に示す従来の受信機６００と異なる構成として、高周波増幅回路を必要とする局部発振
器６０３の代わりに送信機２００側に局部発振器２０１として設け、局部発振器２０１に
より発生した第２の送信信号ｆ２は送信機２００の狭帯域の空中線２０２、受信機１００
の狭帯域の空中線１０３を通して混合器６０２へ送られる。混合器６０２は理想的にはＤ
ＢＭ（Double Balanced Mixer）のような一種の乗算器の特性をもつ素子を用いたり、高
周波増幅が可能なＦＥＴを用いて混合することになるが、インピーダンス整合の取れた２
線でも受動的な構成が可能である。当然、帯域の心配はない。このように、局部発振に用
いる第１の送信信号ｆ１に匹敵する周波数を発生するための高周波発生回路が不要となる
ため、受信機１００における局部発振器を不要とすることで、高周波回路を用いることな
く低周波増幅回路１０２も構成できるようになる。いわば、高周波回路を担当する部分で
ある局部発振を、ホスト側である送信機２００の方に分担させているのである。なお、有
機半導体を用いた太陽電池や有機材料を主体とした印刷できる電池などを回路とともに印
刷したり、局部発振用に受信した信号を整流した直流電源を用いても良い。
【００１８】
　また、利得調整は、図２に示す利得調整制御回路３００のように、抵抗３０２と有機半
導体によるＭＯＳ構造のダイオード３０３を用いればＭＯＳ容量成分は高速応答するため
、振幅の大きい入力信号３０１は、出力信号３０４のように狭い振幅にできる。更に、低
域濾波器のＭＯＳ容量部に印加されるＤＣ成分によって、容量が変化するので、図３の矢
印のように利得曲線を、図中の破線を含めた範囲で変化でき、入力された第２の送信信号
ｆ２のスペクトルの周波数を表す成分は、入力した信号周波数が低域濾波器の遮断周波数
付近より高いとき、利得制御ができる。この部分は高周波を用いるため、必要に応じて配
線パターンによる伝送インピーダンスはもちろん整合されている。有機半導体によるＭＯ
Ｓ容量もシリコン系と同様にＤＣバイアスにより空乏層が変化し容量変化が得られる。よ
って、（搬送波との差周波｜ｆ１－ｆ２｜）＞（被変調信号の周波数の大きさｄｆ）とな
るようにｆ１及びｆ２を設定されることで、低い周波数による増幅が可能になる。なお、
ＭＯＳ容量は、有機半導体を用いて印刷によって作製されたＭＯＳ容量である。
【００１９】
　図４は本発明の第２の実施の形態例に係るデータ通信システムのシステム構成を示すブ
ロック図である。同図において、図１と同じ参照符号は同じ構成要素を示す。図４の送信
機５００のサーキュレータ５０１や受信機４００のサーキュレータ４０１は、ストリップ
ラインの構成で作製されるため、受動回路の範囲で実現できる。図４に示す第２の実施の
形態例によれば、局部発振用に用いた第２の送信信号ｆ２は、被変調波たる送信データ信
号を含んだ第１の送信信号ｆ１とは分離された信号として送信できるため、さらに受信機
４００側の直流電源再生回路４０２や受信機４００側からの送信に必要な搬送波を発生さ
せている。つまり、第１の送信信号ｆ１とはなるべく異なる（高調波でもない）周波数で
あることが望ましく、受動非線形素子４０６を用いて第１の送信信号ｆ１とは違いしかも
もともと正弦波として送られてくる信号を図示していない帯域フィルタを通して、歪みの
少ない正弦波として受信機側で受信されたのち、利用することができる。例えば、図４に
示したように第２の高調波のみを帯域濾波器１０１を通して２×ｆ２の周波数として発生
させ、混合器に供給することにより変調部４０３で受信機側の送信データを空中線１０３
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を通して送信できる。もともとｆ２用の空中線１０３であるため、２×ｆ２の周波数の送
信にも比較的高い効率で空中線１０３により送信が可能である。これについては空中線２
０２についても同様である。ホスト機である送信機側の空中線２０２を通して受信した２
×ｆ２の周波数を搬送波とする信号はサーキュレータ５０１によって分離されて送信機側
の高周波増幅器５０２を含む回路を通して増幅し検波されて受信機側から送信されてきた
受信データ信号を復調できる。図４においては、受信機側の応答信号が送信機側へ戻って
くるため、応答の状況に対応して、局部発振器２０１の出力調整が可能になる。したがっ
て、送受信の安定のための調整手段は、図１に示した第１の実施の形態例で実施した利得
調整回路だけでなく送信機側からも可能になる。
【００２０】
　このようなデータ通信システムによって、局部発振などの高周波を送信機５００に分担
させただけでなく、直流電源再生回路４０２による主要な電力としての直流再生電源のた
めの供給源としても、また、受信機４００側からホスト側の送信機５００へ送信するため
の搬送波２×ｆ２としても利用するための効率的な利用を付加することができるようにな
る。
【００２１】
　なお、低周波増幅器１０２からの帰還信号は、空中線１０３より受信した局部発振回路
に相当する信号ｆ２の利得や濾波周波数の微調整を受動回路のみで制御するための信号で
、制御信号自体は低周波回路で、有機半導体を用いた印刷によって作製されたＭＯＳ容量
と数点の受動素子により構成することができる。検波後の信号による受信データ信号は、
データとしてデータ処理部４０４で処理されて出力し、表示部４０５での表示、記録及び
送信機５００への応答信号処理に用いることができるようになる。これも通常の受信機に
おいて安定な受信のためには、従来の図６の局部発振器６０３を制御することで行われ、
もちろん高周波回路が構成できるならば万全であるが、図１や図４のような局部発振を分
離することで受動回路あるいは、受信した再生電源による動作だけで制御が可能である。
【００２２】
　図５は第１の送信信号及び第２の送信信号並びに差信号の利得を示す図である。同図に
示すように、差信号は、図１の送信機２００の空中線２０４及び受信機１００の空中線６
０１を通して得た第１の送信信号ｆ１（及び被変調信号ｄｆ）と、送信機２００の局部発
振器２０１で発振し空中線２０２及び受信機１００の空中線１０３を通して受信した第２
の送信信号ｆ２とを混合したときの差信号である。同図からわかるように、第１の送信信
号ｆ１より低い第２の送信信号ｆ２との差周波によってｆ１－ｆ２±ｄｆとなる信号を得
ている。実際には、大小関係に関わらず、|ｆ１－ｆ２|±ｄｆの被変調信号が得られ、図
中最も左の信号成分を適切な濾波器によって分離していわゆる中間増幅をした後、被変調
信号成分を検波することができる。第１の送信信号ｆ１と第２の送信信号ｆ２との周波数
の差の大きさは、少なくとも被変調信号の周波数ｄｆの大きさより大きくなければならな
い。このように、適切な第２の送信信号の周波数を選べば、被変調信号が持っている周波
数に近い周波数帯域のＡＣ増幅が可能になり低雑音で安定な増幅が可能になる。
【００２３】
　以上の説明において変調方式については触れなかったが、基本的にはどのような変調方
式でも、例えばＡＳＫ、ＦＳＫ、ＰＳＫなどいずれも、あるいは第１の送信信号ｆ１がな
いＤＳＢやＳＳＢなどの変調方式を用いても良い。また、受信系に用いる有機半導体ＦＥ
Ｔに限らず、高周波での増幅を避けるために本発明のような局部発振を送信機側に分担さ
せて、カードやタグへの広帯域の負担を減らせることはいうまでもない。
【００２４】
　なお、本発明は上記各実施の形態例に限定されるものではなく、特許請求の範囲内に記
載であれば多種の変形や置換可能であることは言うまでもない。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の第１の実施の形態例に係るデータ通信システムのシステム構成を示すブ
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ロック図である。
【図２】利得調整制御回路の回路構成を示す回路図である。
【図３】第２の送信信号ｆ２のスペクトルの周波数－利得の曲線を示す特性図である。
【図４】本発明の第２の実施の形態例に係るデータ通信システムのシステム構成を示すブ
ロック図である。
【図５】第１の送信信号及び第２の送信信号並びに差信号の利得を示す図である。
【図６】従来のデータ通信システムの受信器の構成を示すブロック図である。
【図７】従来のデータ通信システムの受信器の別の構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００２６】
　１００，４００，６００，７００；受信機、１０１；帯域濾波器、
　１０２；低周波増幅器、１０３，２０２，２０４，６０１；空中線、
　２００，５００；送信機、２０１，６０３；局部発振器、
　２０３，５０２；高周波増幅器、３００；利得調整制御回路、
　３０１；入力信号、３０２；抵抗、３０３；ダイオード、
　３０４；出力信号、４０１，５０１；サーキュレータ、
　４０２；直流電源再生回路、４０３；変調部、４０４；データ処理部、
　４０５；表示部、４０６；受動非線形素子、６０２；混合器、
　６０４；低域濾波器、６０５；中間周波増幅器。

【図１】

【図２】

【図３】
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